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公的研究費等管理・監査規程 

 

2012年 11月 7 日 制定 

2016年 2 月 1 日 改訂 

2016年 12月 14日 改訂 

2018年 10月 1 日 改訂 

2022年 7 月 22日 改訂 

第１章 総 則 

 

（目 的）  

第１条 この規程は、公益財団法人微生物化学研究会（以下「当会」という。）における公

的研究費等の管理・監査に関し必要な事項を定め、もってその適正な管理を図るとともに、

適切かつ円滑な運営に資することを目的とする。  

 

（法令遵守）  

第２条 研究者は、交付を受けた公的研究費等に係る研究の実施に当たっては、関係法令や

研究活動の不正行為及び研究費の不正な使用についてのガイドラインを遵守するほか、交

付の際の条件を遵守しなければならない。  

 

第２章 責任体系 

 

（最高管理責任者）  

第３条 当会に公的研究費等の運営・管理について最終責任を負う者として最高管理責任

者を置き、理事長をもって充てる。  

２ 最高管理責任者は、本規程の第 4 条、第 5 条、第 6 条及び第 7 条に定める統括管理責

任者、コンプライアンス推進責任者、コンプライアンス副推進責任者、研究倫理教育責任者、

研究倫理教育副責任者及び事務責任者が責任を持って公的研究費の運営・管理が行えるよ

う、適切にリーダーシップを発揮し、必要な措置を講じなければならない。  

 

（統括管理責任者）  

第４条 当会に最高管理責任者を補佐し、公的研究費等の運営・管理についてこの法人全体

を統括する実質的な責任と権限を持つ者として統括管理責任者を置き、常務理事をもって

充てる。  

 

（コンプライアンス推進責任者、コンプライアンス副推進責任者） 

第５条 当会に統括管理責任者の下、不正使用防止のための具体策を実施する者としてコ
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ンプライアンス推進責任者を置き、所長あるいは知的財産情報部長あるいは業務執行理事

をこれに充てる。コンプライアンス副推進責任者はコンプライアンス推進責任者を補佐し、

特に担当部署での実施に責任を持つ者として、部長及び支所長をこれに充てる。  

 

（研究倫理教育責任者、研究倫理教育副責任者） 

第６条 当会に統括管理責任者の下、不正行為防止のための具体策を実施する者として研

究倫理教育責任者を置き、所長あるいは知的財産情報部長あるいは業務執行理事をこれに

充てる。研究倫理教育副責任者は研究倫理教育責任者を補佐すると共に、特に担当部署での

具体策の実施に責任を持つ者として、部長及び支所長をこれに充てる。 

２ 研究倫理教育責任者は当会に所属する研究者等に対し、研究者倫理に関する教育を定

期的に行わなければならない。 

３ 研究倫理教育責任者は前項の実施状況について統括管理責任者に定期的に報告しなけ

ればならない 

 

（事務責任者）  

第７条 当会の事務部門における公的研究費等の管理・運営について責任を持つ者として

事務責任者を置き、事務局長をもって充てる。  

 

（職名の公開）  

第８条 前３条の規定に基づき責任者を置いたとき又はこれを変更したときは、その職名

を公開するものとする。 

  

第３章 適正な運営・管理のための環境整備 

 

（ルールの明確化・統一化）  

第９条 統括管理責任者及び事務責任者は、公的研究費等に係る事務処理手続きのルール

を定めるとともに、当会全体へ周知徹底させて明確かつ統一的な運用を図るものとする。  

２ 事務責任者は、公的研究費等に係るルールと運用の実態が乖離するのを避けるために、 

適宜ルールの必要な見直しを行うものとする。  

 

（相談窓口）  

第１０条 公的研究費等に係る事務処理手続き及び使用ルール等に関して、当会の職員か

ら相談を受け付ける窓口を、事務局に設置する。  

２ 事務局長は、相談窓口の事務責任者として職務を遂行する。また公的研究費等を管理す

る事務担当職員はこれを補佐する。  

３ 事務局長は、当会における公的研究費等に係る事務処理手続き及び使用ルール等につ
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いて、必要に応じ、ホームページ等によって開示するものとする。  

 

（職務権限の明確化）  

第１１条 研究者と事務担当職員の公的研究費等の事務処理における職務権限については

次に掲げる諸規程を準用する。  

（１）経理規程  

（２）処務規程 （職務権限表を含む） 

（３）就業規則 

 

第４章 研究者及び事務職員の意識向上 

 

（研究者の行動規範）  

第１２条 「研究者」とは当会の職員のみならず、当会において研究活動に従事する者（非

常勤の研究員、博士研究員、研究支援人材等）を含む。 

２ 研究者は、研究者個人の発意で提案され採択された研究課題であっても、公的研究費等

は国民の税金によって賄われている公的資金によるものであり、当会による管理が必要な

ものであるという原則を十分に認識し、公的研究費の公正かつ効率的な使用に努めるとと

もに、不正使用、不正行為を行ってはならない。  

３ 研究者は、事務担当職員の役割、立場を尊重し、意思疎通を深めて、公的研究費等の運

営を円滑に行うよう努めるものとする。  

４ 研究者等は、研究に求められる倫理規範を習得するため、定期的に研究倫理教育を受講

するものとする。 

５ 研究者等は、別に定める様式にて誓約書を最高管理責任者あてに提出しなければなら

ない。 

６ 研究者は、研究活動の正当性の証明手段を確保するとともに、第三者による検証の可能

性を担保するため、実験・観察記録ノート、実験データその他の研究資料（以下「研究資料

等」という。）を適切に保存・管理し、開示の必要性及び相当性が認められる場合には、こ

れを開示しなければならない。 

７ 研究者が退職する場合は、研究資料等のうち保存すべきものについて、保存場所を記録

し追跡を可能としておく等の措置を講ずるものとする。 

 

（研究資料等の保存期間） 

第１３条 研究資料等（試料及び標本を除く。）の保存期間は、原則として当該論文等の発

表後 10年間とする。 

２ 試料及び標本の保存期間は、原則として当該論文等の発表後 5 年間とする。（ただし、

保存・保管が本質的に困難なものや、保存に多大なコストがかかるものについてはこの限り
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ではない。） 

３ 法令等に別に保存期間に関する定めがある場合はそれに従う。 

４ 共同研究により得られた研究データ又は外部から受領した研究データで、契約等に別

途定めがある場合はそれに従う。 

 

（事務担当職員の行動規範）  

第１４条 事務担当職員は、関連法令、会計制度等に関する専門的知識を習得するとともに、

研究の内容や動向、研究遂行に必要な機器・環境等に関する知識の習得に努め、研究者に代

わって、公的研究費等の事務処理に関する管理及び一切の経理事務を担う立場にあること

を認識して事務処理を行うものとする。  

２ 事務担当職員は、公正な態度で事務業務に当たり、不正使用、不正行為の発生を未然に

防止するよう努めるものとする。  

３ 事務担当職員は関係者の意識向上を図るために、関係者に対して公的研究費等の趣旨、

使用に関するルール及び事務処理手続き等に関する説明会等を開催するものとする。 

  

第５章 不正防止計画推進委員会 

 

第１５条 当会全体の観点から統括管理責任者とともに研究費不正及び研究不正防止計画

（以下「不正防止計画」という）を推進し、かつ研究者等の研究費不正及び研究不正に対す

る意識向上を図るため、不正防止計画推進委員会を置き、部長会メンバーをもってこれに充

てる。 

２ 最高管理責任者は不正使用防止に係る基本方針を策定し、不正防止計画推進委員会は、

統括管理責任者とともに当会全体の具体的な対策（不正防止計画、コンプライアンス教育・

啓発活動等の計画を含む）を策定・実施し、実施状況を確認する。 

３ 不正防止委員会は監事との連携を強化し、必要な情報提供を行うとともに、不正防止計

画の策定・実施・見直しの状況について意見交換を行う機会を設ける。 

 

第１６条 不正防止委員会は、不正には複数の要因が関わることに留意し、不正を発生させ

る要因の把握と実効性のある不正防止計画を策定及び実施する。 

２ 不正防止計画推進委員会は内部監査部門と連携し、不正を発生させる要因がどこにど

のような形であるのか、当会全体の状況を体系的整理し評価する。 

３ 最高管理責任者が策定した基本方針に基づき、統括管理責任者及び不正防止計画推進

委員会は、当会全体の具体的な対策のうち最上位のものとして、不正防止計画を策定する。 

４ 不正防止計画の策定に当たっては、２で把握した不正を発生させる要因に対応する対

策を反映させ、実効性のある内容にするとともに不正発生要因に応じて随時見直しを行い、

効率化・適正化を図る。 
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５ 各部署、支所は不正根絶のために、不正防止計画推進委員会と協力しつつ、主体的に不

正防止計画を実施する。 

 

第６章 調査及び懲戒 

 

（予備調査） 

第１７条 不正使用、不正行為に係る告発があった場合には速やかに予備調査を行い、本調

査を行うか否かを告発を受けた日から３０日以内に決定し、配分機関等及び文部科学省へ

その要否を報告しなければならない。 

２ 予備調査は部長会メンバーがこれに充たる。 

３ 告発された行為が行われた可能性、告発の際に示された科学的理由の論理性、告発内容

の本調査における調査可能性、その他必要と認める事項について、予備調査を行う。 

４ 告発がなされる前に取り下げられた論文等に対してなされた告発についての予備調査

を行う場合は、取り下げに至った経緯及び事情を含め、研究上の不正行為の問題として調査

すべきものか否か調査し、判断するものとする。 

５ 予備調査において本調査を行わないことを決定した場合、その旨を理由とともに告発

者に通知し、予備調査に係る資料等を保存し、その事案に係る配分機関等及び文部科学省及

び告発者の求めに応じ開示しなければならない。 

 

（不正調査委員会）  

第１８条 不正使用、不正行為に係る告発に関する予備調査において本調査を行うことが

決定された場合には、当該事案に係る配分機関等及び文部科学省にその旨報告し、最高管理

責任者の直属の部署としての不正調査委員会においてその事実関係の調査を３０日以内に

開始しなければならない。 

２ 不正調査委員会は、最高管理責任者、統括管理責任者（委員長）、及び事務責任者が必

要と認めた者から構成され、委員長の判断により、当会指定の外部監査法人担当者及び外部

有識者等を半数以上参画させる。また、各委員は被告発者と直接の利害関係を有しない者と

する。 

３ 最高管理責任者は、不正調査委員会の調査の結果、不正使用あるいは不正行為の事実が

明らかになったときは、その事実を公表するとともに、不正使用あるいは不正行為に関与し

た当該者の所属長へその事実を報告するものとする。 

４ 最高管理責任者は告発を受けた日から不正使用は２１０日以内、不正行為は１５０日

以内に最終報告書を配分機関等及び文部科学省へ提出しなければならない。ただし期限ま

でに調査が完了しない場合であっても中間報告書を配分機関に提出しなければならない。 

５ 不正調査委員会の事務は知的財産情報部において処理する。 

６ 調査に関する取扱いについては、本規程に定めるものの他、「公的研究費等の調査及び
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相談窓口・細則」の定めるところによるものとする。 

 

（懲戒）  

第１９条 公的研究費等の不正使用，不正行為に関与した者については、「就業規則」の規

定に則り、懲戒処分等を行うものとする。 

 

第７章 情報伝達を確保する体制 

 

（不正相談窓口） 

第２０条 不正使用、不正行為に係る告発に係る相談窓口を第１０条の「相談窓口」とは区

別し、知的財産情報部に設置する。知的財産情報部長は外部に相談窓口を設置する場合があ

る。 

２ 告発の方法は書面、電話、ＦＡＸ，電子メール，面談とする。 

３ 告発は顕名であることを原則とし、研究活動上の不正行為の態様その他事案の内容が

明示され、かつ、不正とする合理的理由が示されていなければならない。 

４ 匿名による告発、告発の意思を明示しない相談については最高管理責任者の判断によ

り予備調査を行うか否かを決定する。 

５ インターネット上、不正行為の疑いが指摘された場合にも告発があったこととして処

理する。 

６ 悪意に基づく告発であることが判明した場合には、告発者の指名の公表や懲戒処分等

の対象となる。 

７ 知的財産情報部長及び知的財産情報部員は関係法令を遵守し、調査結果公表まで相談

者、告発者、被告発者、相談・告発内容及び調査内容に関して調査関係者以外に漏えいしな

いように厳守しなければならない。 

８ 通報に関する取扱いについては、本規程に定めるものの他、「公的研究費等の調査及び

相談窓口・細則」、「公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号）」及び関係法令の定める

ところによるものとする。 

 

（外部不正相談窓口） 

第２１条 不正使用、不正行為に係る告発に係る相談窓口を第２０条に定める相談窓口の

他、法人外に外部不正相談窓口を設置する。 

２ 外部不正相談窓口は配分機関等とする。 

３ 告発の方法は書面、電話、ＦＡＸ，電子メールとする。 

４ 外部不正相談窓口から連絡を受けた場合、知的財産情報部長は直ちに最高管理責任者

に報告する。 

５ 告発は顕名であることを原則とし、研究活動上の不正行為の態様その他事案の内容が
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明示され、かつ、不正とする合理的理由が示されていなければならない。 

６ 匿名による告発、告発の意思を明示しない相談については最高管理責任者の判断によ

り予備調査を行うか否かを決定する。 

７ 悪意に基づく告発であることが判明した場合には、告発者の指名公表等、この法人とし

て必要な法的措置をとることができるものとする。 

８ 知的財産情報部長及び知的財産情報部員は関係法令を遵守し、調査結果公表まで相談

者、告発者、被告発者、相談・告発内容及び調査内容に関して調査関係者以外に漏えいしな

いように厳守しなければならない。 

９ 通報に関する取扱いについては、本規程に定めるものの他、「公的研究費等の調査及び

相談窓口・細則」、「公益通報者保護法（平成 16 年法律第 122 号）」及び関係法令の定める

ところによるものとする。 

 

（不正に向けた方針の公開）  

第２２条 不正への取組に関するこの法人の方針及び意思決定手続については、これを積極

的に法人内外に公表するものとする。 

 

第８章 研究費の適正な運営・管理活動  

 

（執行状況の管理）  

第２３条 公的研究費等の予算管理、執行状況の管理は事務局が行い、予算執行計画の遂行

に問題があれば改善策を講ずるものとする。  

 

（起案・決裁・発注・検収）  

第２４条 研究者等が起案、発注システムを通し発注依頼を行い事務局が発注を行う。検収

は検収担当者が検収室で行うものとする。検収担当者の検収に際しては、研究者は研究者自

身が発注した物品であることの確認に協力する。 

２ 検収担当者は、見積書、納品書と現物の照合のうえ、納品書に所定の検収印を押印する。 

３ 物品購入の起案・決済・発注・検収の取扱いについては、「経理規程」、「処務規程」 

等を準用するものとする。  

 

（取引業者への対応）  

第２５条 取引業者等に対し、この規定を含む当会の関係規程等を説明し、これを遵守させ

るとともに内部監査、その他調査等において取引帳簿の閲覧・提出等の要請に協力等しうる

業者等に対しては、公的研究費の適正な使用と管理について誓約書の提出を求めるものと

する。 

２ 不正な取引に関与した業者については、その事実の発覚後、取引停止等の処分を行う。
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処分内容については、その都度、不正調査委員会の調査結果を基にして、不正の程度に応じ

て決定する。  

 

（研究者の出張計画の把握及び旅費）  

第２６条 研究者が研究遂行のために出張を行う場合は、当該研究者の所属長及び部長・支

所長がその出張計画を把握できるように、所定の出張申請書等を、直属の所属長を経て事務

局に事前に提出し、所定の権限者による出張内容の承認を受けるものとする。  

２ 承認を得た出張にかかる旅費等については、「就業規則」、「旅費規程」等を準用するも

のとする。  

 

 （非常勤雇用・謝金）  

第２７条 研究者が非常勤雇用者、派遣労働者の採用や契約更新を行うに当たっては、部長

会の承認を得るものとする。  

２ 非常勤雇用者は当該公的研究費に係る業務に従事させるものとし、事務局は「就業規則」

に基づき非常勤雇用者の出退勤システムのデータ、勤務表等からその勤務実態を適切に把

握するものとする。  

３ 謝金の支出については非常勤雇用者の出退勤システムのデータ、勤務表等、勤務状況が

確認できる資料を事務局長へ提出し、承認を得るものとする。  

４ 事務局長による承認を得た謝金は、事務局で所定の手続きを経て処理するものとする。  

 

第９章 内部監査  

 

（内部監査）  

第２８条 公的研究費等の適正かつ効率的な管理・運営を検証するために、この法人は、公

正かつ的確な内部監査を実施するものとする。  

２ 内部監査は、知的財産情報部長を担当責任者とし、最高管理責任者の直轄として機能す

るものとする。  

３ 内部監査は、この法人全体の見地に立った検証機能を果たすため、発注・納品・検収・ 

支払・旅費・人件費処理等の現場における現状を確認すると共に、帳票類の監査、機器 

備品の現物実査、謝金等の使途確認及び研究の遂行状況について、効率的・効果的かつ 

多角的な観点から監査を行うものとする。  

４ 内部監査は書類監査にとどまらず、不正防止体制の検証も行うこととする。  

５ 内部監査は、不正防止調査委員会や外部からの相談窓口等、この法人内のあらゆる部署

及びこの法人の監事等と連携を強化して行い、監査の効果が発揮できるようにして行う。  

６ 内部監査の実施に当たっては、把握された不正発生要因等に応じて、監査計画を随時見

直し効率化・適正化を図る。  
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７ 内部監査を行った結果は、内部監査担当責任者が最高管理責任者へ報告するものとす

る。 

 

第１０章 その他  

 

（公的研究費個別規程）  

第２９条 この規程に定めるものの他、公的研究費等の取扱に関し、必要な事項は別に定め

る個別規程によるものとする。  

 

（規程の管理）  

第３０条 この規程の管理は、事務長が行う。  

 

 

附 則  

この規程は、2016年 2月 1日から施行する。 

附 則 

この規定の改正は、2018年 10月 1日から施行する。 

附 則 

この規定の改正は、2022年 7月 22日から施行する  

 

 


